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＜参考資料＞

米国デュポン社、2006 年第 3 四半期の業績を発表
売上高 7％増、営業利益も増加。一株当たり利益は 52 セント。

　米国デュポン社（本社：デラウエア州ウィルミントン、会長兼最高経営責任者：チャールズ・

O・ホリデー・ジュニア）は、10 月 24 日（米国時間）、2006 年第 3 四半期（7 月～9 月）の業

績を発表しました。

要約

●デュポン社は、2006年第3四半期の1株当たり利益が52セントであったと発表した。（前

年同期は 9 セント減のロス）

●当期の特別項目を除く 1 株当たり利益は、前年同期の 33 セントに対し 48％増の 49 セ

ントであった。

●事業部門全体の売上高は、現地価格の3％増、販売量の3％増、および為替差益1％を

反映し、7％の増加となった。アジア太平洋地域における販売量は 11％の伸びを示し

た。

●原材料コストは米国産天然ガスの市場価格が低下したにもかかわらず、前年同期比で

1 億 8,000 万ドルの増加となった。このコスト増はすべて販売価格の上昇分によって相

殺された。

●固定費は前年同時期より減少し、引き続き固定費の売上高に占める割合の減少傾向を

維持した。

●事業部門全体の特別項目を除く税引前営業利益は、主に平均販売価格の上昇と固定

費低減の恩恵を受け、前年同期より 1.6％増加した。

　「成長戦略と生産性向上を推進した結果、堅調な成績を上げることができた」とチャール

ズ・O・ホリデー・ジュニア会長兼最高経営責任者は語っています。「持続的な価格の向上、

顧客重視の製品開発、コスト管理が、売上の増加、利益の伸び、利幅の拡大をもたらした。

当社は下半期も好調路線を邁進している」



グローバル・デュポンの連結純利益と売上高の概要

2006 年第 3 四半期の連結純利益は 4 億 8,500 万ドル、1 株当たり利益は、前年度のハリ

ケーン被害に対する最初の保険金回収による 3 セントを含め 52 セントとなった（前年同期

は、主に課税負担 3億 2,000万ドル、1株当たり 32セントの課税、ならびにハリケーン被害

に対する税引後 9,500万ドル、1株当たり 10セントの費用負担の理由から、8,200万ドル、

1株当たり 9セントの損失）。特別項目を除いた 1株当たり利益は 49セントとなった（前年同

期は 33 セント）。

当期の連結純利益は、主に販売量の増加、現地販売価格の上昇、および固定費の減少が

影響したものと考えられる。これらの利益は、原材料コスト増の影響を受けた部分と一部相

殺された。

当期の連結売上高は 63億ドルとなった（前年同期は 59億ドル）。売上高は全体で7％増と

なり、アジア太平洋とヨーロッパで2桁の伸びを示した。現地販売価格はすべての地域で上

昇し、世界全体で 3％増となった。売上では二酸化チタン、エンジニアリングポリマー、およ

びパッケージング・ポリマー、工業用化成品および電子材料の売上増を反映し、3％増とな

った。デュポン社は、世界全体での売上増のうちの 1％は、昨年のハリケーン・カトリーナお

よびリタの影響による業務中断からの回復によるものと推測している。

＜事業部門の地域別合計売上高＞

事業部門合計売上高 要因別増減率（％）

2006年第 3
四半期 (10
億ドル)

対前年同

期比増減

率　(％)*

現地価格 為替の影響 販売量

米国 2. 5 4 3 - 1
ヨーロッパ 1.7 11 3 4 4
アジア太平洋 1.2 12 2 （1） 11
カナダ、中南米 0.9 4 3 2 （１）

事業部門全体 6.3 7 3 1 3

1 株当たり利益

2006年第3四半期の1株当たり利益について、主な要因別に前年同期と比べた変化は以

下のとおり。



＜1 株当たり利益の変化（対 2005 年第 3 四半期）＞

2005 年第 3 四半期の 1 株当たり利益 （$0.09）
2005 年第 3 四半期の特別項目 $0.42

$0.33
現地価格 $0.14
　　販売量 $0.05
　　変動費 ($0.13)
固定費 $0.07
為替／雑収入 $0.02
金利上昇分による株価減少 $0.04

　その他 ($0.03)
　　小計 $0.49
2006 年第 3 四半期の特別項目 $0.03
2006 年第 3 四半期の 1 株当たり利益 $0.52

現地価格が上昇したことで、原材料コストの増加分はすべて相殺された。固定費の売上に

対する比率で示される固定費生産性は、前年同期比で 4.2％の改善を示した。これは、前

年同期比5,000万ドルの固定費合計額の減少、および売上7％増を反映している。為替お

よび販売量による影響を差し引いた税引後固定費は、前年を 7 セント下回るものとなった。

事業部門の実績

　2006 年第 3 四半期の事業部門全体の税引前営業利益は 9 億ドルとなった（前年同期は

5 億 4,500 万ドル）。ハリケーン被害に対する当期分（初回）保険金回収額 5,000 万ドル、

およびハリケーン被害に対する昨年の費用負担額 1 億 4,600 万ドルを除いた税引前営業

利益は、前年同期より 23％増の 8 億 5,000 万ドルとなった。（前年同期は 6 億 9,100 万ド

ル）。事業部門別の特別項目、売上高、および対前年同期比増減率を含む税引前営業利

益は以下のとおり。

第 3 四半期税引前営業利益

（100 万ドル） 2006 年 2005 年 対前年同期比

増減

農業・食品関連事業 (158) (134) （24）
塗料・色材技術事業 276 26 250
電子･情報技術事業 135 145 (10)
高機能材料事業 172 68 104
医薬品事業 210 197 13
安全・防護事業 292 256 36
その他 (27) (13) （14）
事業部門合計 900 545 355



事業部門別売上高* 要因別増減率（％）

2006 年第 3 四

半期（10 億ドル）

対前年同期

比増減率

(％)

米ドル建て

価格

販売量

農業・食品関連事業 1.0 （3） - （3）
塗料・色材技術事業 1.6 8 3 5
電子･情報技術事業 1.0 4 2 2
高機能材料事業 1.7 13 7 6
安全・防護事業 1.4 11 8 3

*事業部門別売上高には、部門間の取引および持ち株数に比例した関連会社の実績値が

含まれています。

　以下は、事業部門ごとの 2006年第 3四半期の業績に関する概要です。各事業部門の業

績に関するその他の情報につきましては、米国本社ウェブサイト www.dupont.com
DuPont Investor Center のページをご覧ください。

農業・食品関連事業

 第 3 四半期の税引前営業利益は、季節的要因による損失が前年同期より 2,400 万ド

ル増加し、3,000万ドルの売上減と売上原価の上昇を反映するものとなった。資産売却

益により、そのうちの一部が相殺された。

 第3四半期の売上10億ドルは前年同期比で3％減となった。シリアル市場でのスルホ

ニル尿素系関連製品の売上増とブラジルでのトウモロコシおよび大豆のシェア拡大は、

南半球での受注の遅れと米国における大豆タンパク製品の売上減を埋め合わせるも

のとなった。

塗料・色材技術事業

 税引前営業利益は保険金回収額 4,300万ドルを含め 2億 7,600万ドルとなった（前年

同期はハリケーン被害に対する費用 1 億 1,300 億ドルを含め 2,600 万ドル）。これらの

項目を除いた収益の改善は、二酸化チタンの売上増、および塗料製品ライン全般にわ

たる利幅の向上を反映したものである。

 売上は前年同期比 8％増の 16 億ドルとなった。これは、販売量の 5％増と米ドル建て

価格の 3％増を反映したものである。二酸化チタンと補修用塗料の売上増が自動車

OEM 塗料の売上減を埋め合わせるものとなった。



電子・情報技術事業

 税引前営業利益は1億3,500万ドルとなった（前年同期は１億4,500万ドル）。これは、

フロロケミカル製品、およびアナログプルーフ製品ラインの売上低迷を反映したもので

ある。

 第 3 四半期の売上は販売量 2％増、米ドル建て価格 2％増で前年同期比 4％増の１０

億ドルとなった。主にアジア市場における電子材料需要の増加が売上を伸ばす要因と

なった。

高機能材料事業

 税引前営業利益は 1 億 7,200 万ドルとなった（前年同期は 6,800 万ドル）。エンジニア

リングポリマー、エラストマーおよびパッケージング材料といった製品ラインにおける販

売価格の上昇、販売量の増大、および固定費の減少は、原材料コストの上昇を埋め合

わせる以上の成果をもたらした。

 売上は前年同期比13％増の17億ドルであった。これは、販売量の6％増、米ドル建て

価格の 7％増を反映したものである。売上はすべての販売地域で増加を示した。

安全・防護事業

 税引前営業利益は、初回保険金回収額 700 万ドルを含め 2 億 9,200 万ドルとなった

（前年同期は、資産売却益3,100万ドルとハリケーン被害に対する費用2,200万ドルを

含め、3,100 万ドル）。これらの項目を除くと、販売量の増加と固定費管理の徹底により

15％の増益となった。

 第 3四半期の売上は前年同期比 11％増の 14億ドルで、米ドル建て価格の 8％上昇と

販売量 3％増を反映するものとなった。

株式買戻しプログラムに関する最新情報

　デュポン社は、2005年 10月に発表した総計 50億ドル分の株式買戻しプログラムの一環

として、2006年第 3四半期において、1億ドル分の株式を買い戻しました。これにより、これ

までにデュポン社は33億ドル分の株式を買い戻したことになります。同社は、残りの17億ド

ル分の買戻しについて、金融規律の原則に従い、2007年末までの完了を見込んでいます。

デュポン社は引き続き、本件の進捗状況を報告します。

展望

　当社は 2006 年の業績について、これまでの特別項目における純益 1株当たり 1セントを

含め、1 株当たりおよそ 2 ドル 86 セントになると予想しています。2006 年通期予想につい



ては再確認を行い、特別項目を除外すると、1株当たりおよそ2ドル85セントとしています。

この数字は 2005 年実績の 1 株当たり 2 ドル 34 セントに対し 22％増となっています。

　「2005年のハリケーン被害に関する項目を除外しても、2006年第4四半期には前年を大

幅に上回る利益を上げることになると確信している」とホリデー会長は語っています。「当社

は適切な行動を取りながら、新たな顧客主導の製品および技術を提供するための魅力的

プロセスに絶えず投資を行っている。当社は 2007 年もこの勢いを維持し、年間の 1株当た

り利益 10％増という長期目標の達成に至ることを期待している」

デュポン社は、科学的な発見や発明を基盤に製品やサービスを提供する企業です。創立

は 1802 年、本社は米国デラウエア州ウィルミントンに置かれています。世界 70 カ国余り

に拠点があり、農業・食品関連、建築・建設、通信、輸送の分野で、革新的な製品や

サービスをお届けしています。世界中の人々の生活をより安全で豊かにするために、科

学の力を生かした持続可能なソリューションを創出しています。

＃　　＃　　＃

以　上

この件に関するお問い合わせは、下記までお願いします。

デュポン株式会社　広報部：岩松

電話(03)5521-8484

米国デュポン社：　www.dupont.com
デュポン株式会社：　www.dupont.co.jp


